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○委員長 

成年後見制度利用に関する取組みについて事務局から説明をお願いします。 

 

○事務局 

成年後見制度の利用に関する取組みの昨年度までの経過について説明します。 

 国では、成年後見制度の利用促進を図るため、平成28年に成年後見制度利用促進法を制定しました。

その中では、市町村に成年後見制度の利用の促進に関する施策についての基本的な計画を定めるよう

規定するとともに、成年後見制度の利用促進に関して基本的な事項を調査・審議するための審議会や

合議制の機関を置くよう努めることが定められました。本市では、成年後見制度の利用促進について

審議する機関として、当委員会を位置づけるとともに、市の成年後見制度利用促進基本計画について

は、単独で策定するのではなく、高齢福祉及び障害福祉の部門別計画において成年後見制度の利用促

進に関する内容を織り込むことで西宮市成年後見制度利用促進基本計画に位置づけることとしました。 

 本市の成年後見制度の利用促進基本計画については、令和３年３月に策定しました西宮市高齢者福

祉計画・西宮市介護保険事業計画及び西宮市障害福祉推進計画にその内容を盛り込み、西宮市成年後

見制度利用促進基本計画としましたが、その策定にあたっては、本委員会において提言書を取りまと

めていただきました。本日の委員会では、成年後見制度の利用に関する最新の状況と取り組みについ

て報告しますので、ご意見をいただきますようお願いします。 

 資料の１ページには、提言書でまとめられた成年後見制度利用についての本市の現状と課題につい

て掲載しています。 

 提言書では、成年後見制度の対人口比利用率や、多くの場合が後見類型での利用になっていること、

また、成年後見市長申立件数の減少について挙げられていました。 

 同じく資料１ページの下にある表は、裁判所が取りまとめている成年後見制度の利用者の推移、２

ページの上の表は、本市の市長申立件数の最新データを掲載しています。 

 ２ページの中ほどからは、成年後見制度市長申立てについての検討内容を記載しています。 

 提言書では、成年後見制度は、権利擁護を達成する有効な制度の一つであり、特に市長申立てにつ

いては有効に活用される必要があるとしています。一方で、市長申立ては行政権限の行使であり、行

き過ぎた権利行使は権利侵害になるため、慎重な運用が求められるとともに、市長申立てに関する事

案の多くは、その背景に複雑な要因を抱えており、支援者間で見解の相違が見られることもあると挙

げられています。また、市長申立件数の減少については、提言書を含めて本委員会からもご指摘いた

だいているところです。 

 そこで、市長申立てに関して、市長申立てにかかる見解の相違に関する整理と、市長申立検討ケー

ス管理簿の作成を行いました。 

 まず、市長申立てにかかる見解の相違の整理ですが、権利擁護支援センター運営委員会での取組み

として、平成30年度以降で、実際に市と権利擁護支援センターとの間で見解の相違が生じた結果、市

長申立てとならなかった３つの事案について、それぞれの見解の相違を整理しました。運営委員会で

の協議にもありましたが、この取組みについては、単にその適否についてどちらが正しい、どちらが



- 2 - 

 

間違っているという一義的な議論を重視するのではなく、このような形での見解の違いの整理を積み

重ね、本人の最善の利益を考える上で何をどのように判断していくのか、そのためにはどのような仕

組みが必要なのかを議論していきたいと考えています。 

 市長申立検討ケース管理簿については、結果として市長申立てに至らなかった事案を含めて、本市

でどの程度市長申立てに関する検討がなされているかを把握することを目的として開始するものです。

市長申立件数は、平成28年度を境に減少傾向にありましたが、まずは検討された事案を含めた総数と

実際に申し立てた件数を比較して、課題の発見につなげたいと考えています。 

 それらの資料については、資料３ページに市長申立てにかかる見解の相違に関する整理として３事

例の内容を記載しているのと、４ページには市長申立ての検討ケース管理簿のひな形を掲載していま

すので、参考までにご覧いただきたいと思います。 

 資料５ページからは、成年後見制度利用支援における候補者調整にかかる検討についての内容を記

載しています。 

 権利擁護支援センターの活動において、成年後見制度の利用支援は重要な取組みの一つですが、近

年の権利擁護支援センターの活動傾向や、県や近隣市とで実施している会議などから得る情報から、

成年後見人等の候補者調整については、現状のままいけばいずれは困難な状況に陥るのではないかと

いう懸念があります。ここでは、権利擁護支援センターの活動実績から見える現状や取組みについて、

あわせて、権利擁護支援センターが開催した市民後見人の推進に関する検討会で取りまとめた提案事

項をご報告し、委員の皆様のお考えやご意見をお聞かせいただくことで、今後の成年後見人等の候補

者調整について検討・協議すべき事項を整理する端緒としたいと考えています。 

 まず、活動実績から見える現状です。５ページの１つ目の表については、権利擁護支援センターの

活動状況のうち、成年後見制度に関する内容の活動件数を示しています。権利擁護支援センターの活

動実績のうち成年後見制度に関する内容の活動件数は年々増加しています。令和２年度の活動実績で

は、総件数7,865件に対して、成年後見制度に関する内容が含まれている活動件数は3,097件となって

おり、約４割となっています。 

 次に、２つ目の表は、権利擁護支援センターが実施した権利擁護支援専門相談会の相談件数の年度

別推移のうち、成年後見制度が含まれているものについて示しています。これは、毎週定期開催して

いるものと対応ケースに応じて臨時的に開催するものを合わせた件数を記載しています。そのうち、

成年後見制度に関する内容が含まれている割合は、令和元年度は約７割、令和２年度は８割以上とな

っています。 

 ３つ目の表は、専門相談会を通じて弁護士、司法書士、社会福祉士といった、いわゆる専門職に成

年後見人の受任調整を行った件数を示しています。令和元年度までは20件前後だったものが、令和２

年度は57件となっています。 

 資料６ページです。権利擁護支援センターの取組みの中で、実施事業の一つとして権利擁護支援者

と権利擁護支援協力専門職で構成される権利擁護支援人材バンクを整備し、地域における多様な権利

擁護支援ニーズに対応しています。権利擁護支援人材バンクを活用して、成年後見制度に関する支援

である権利擁護支援者協力専門職による定期的・臨時的な専門相談会の実施や、成年後見制度の申立
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てにかかる支援、成年後見人の候補者調整などを実施しています。 

 １つ目の表は、権利擁護支援者人材バンク登録者の推移について、市民権利擁護支援者と権利擁護

支援協力専門職のそれぞれを示しています。また、権利擁護支援センターでは、個人での成年後見人

等の受任や対応が困難と考えられる案件については、必要に応じて法人後見機能を提供していますが、

一番下の表が権利擁護支援センターが法人後見機能を提供し、法人後見受任をした件数を示していま

す。 

 資料７ページは、令和２年４月以降で権利擁護支援者人材バンクにご登録いただいている権利擁護

支援協力専門職の登録時にお伺いしている成年後見人等の受任件数の一覧です。個人差はありますが、

ほとんどの専門職の方が登録時点において何らかの形で既に後見等の受任をされている状況が分かる

と思います。 

 資料８ページです。現状から見た整理すべき検討事項を４点挙げました。 

 １点目は、高齢者人口の増加に代表される社会情勢として、これまでの権利擁護支援センターの活

動の傾向から考える中で、権利擁護支援センターを利用される相談のうち成年後見制度の利用支援に

関する相談が今後さらに増加することが予想されています。 

 ２点目は、権利擁護支援協力専門職の人材バンク登録数は、現在も徐々に増加していますが、今後

も増加することが見込まれる成年後見制度利用の需要に対して、権利擁護支援協力専門職を中心とし

た現在の受任調整の形態では対応が困難になる可能性が考えられています。 

 ３点目は、また、成年後見が受任調整において、受任調整時は権利擁護支援協力専門職で受任し、

対応していくことが望ましいと考えられるものの、被後見人の抱える課題がある程度整理された後は、

専門職後見人による後見活動でなくてもよい事案も存在しています。 

 最後に、市民の権利擁護支援者の活動として市民後見人がありますが、本市では現在のところ活動

実績がほとんどありません。 

 以上のことから、権利擁護支援センターの重要な役割である成年後見の候補者調整について、今後

の需要に安定的に対応していくための方策を考える中で、対応策の一つとして市民後見人活動が検討

できるのか、また、本市で実際に市民後見人を本格展開していくのであればその活動が安定的かつ有

効な仕組みとなるように改めて市民後見人活動の意義や課題を整理していく必要があるのではないか

と考えまして、権利擁護支援センターとして市民後見人の推進に関する検討会を開催するに至りまし

た。 

 市民後見人の推進に関する検討会については、令和２年11月～令和３年１月に合計３回開催しまし

て、市民後見人の取組みについての課題やその改善策の検討を行いましたが、この検討会の趣旨は、

さきに述べたとおり、本市で実際に市民後見人を本格展開していくのならば、その活動が安定的かつ

有効な仕組みとなるように、改めて市民後見人活動の意義や課題を整理していくことであり、この後

でご説明する提案についても、このとおり実施していくという決定事項ではなく、本日の委員会で市

民後見人の推進についてご協議いただくための一つの提案事項としてまとめたものです。 

 資料９ページ、10ページです。市民後見人の意義や役割ですが、一市民が市民後見人活動を行う意

義として、権利擁護支援の方法として成年後見制度の理解と第三者としての後見活動を通じた本人・
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親族の立場や役割を学ぶことにあると考えています。市民後見人の役割については、専門職としてで

はなく、地域生活者として後見活動を担うこと、そして、支援が必要な人の立場や存在価値を理解し、

関わりの中で共生を実現することになるのではないかと考えました。 

 市民後見人の推進を検討する上で整理すべきと考えられる課題は５つあります。 

 １つ目は、活動者の年齢です。権利擁護支援者人材バンクの登録者の多くは中高年の方です。市民

後見人活動が長期化した場合、活動者自身の健康状態に不安が生じる可能性があるのではないかと考

えます。 

 ２つ目は、活動の期間と責任です。市民後見人に選任された場合、原則として被後見人の方が亡く

なるまで、財産管理であったり身上監護といった後見活動を行うことになります。被後見人の状態像

や取り巻く環境が変化していく中で、市民後見人が一人で全期間を対応しなければならないことにつ

いては、市民後見人にとって不安が大きいのではないかと考えます。 

 ３つ目は、後見業務への報酬です。市民後見人は、被後見人の生活全般に大きな責任を負っていま

す。その点では、市民後見も専門職後見も違いはありません。一方で、市民後見人は、その養成や活

動期間中のバックアップ等を権利擁護支援センターが行うことになっています。そういった点では、

専門職後見とは大きく異なります。これらの観点を踏まえ、市民後見人の後見報酬の考え方の整理が

必要と考えます。 

 ４つ目は、市民後見人が受任する案件の設定要件です。現状では、市民後見人を候補者として推薦

しようとなると、非常に安定的で問題が生じにくい案件であるかが大きな焦点になります。地域に存

在する権利擁護支援ニーズを考えたとき、その要件が市民後見人のマッチングを阻害している可能性

があるのではないかと考えます。 

 ５つ目は、市民後見人の受任形態です。現在のところ、市民後見人を推薦する案件例、例えば市民

後見人同士で複数人後見として受任する形態は想定していません。もし単独受任が市民後見人の不安

や負担につながるのであれば、案件によっては複数後見での受任を前提に推薦するなど、受任形態に

柔軟性を持つことも必要ではないかと考えます。 

 以上の課題について対応を検討する際のポイントを５つ挙げました。 

 １つ目は、「地域生活者の権利擁護支援活動として」です。市民後見人の活動を、専門職後見活動

の補完ではなく、地域生活者の活動として考えるのであれば、親族後見人において被後見人の日常生

活の中で生じる可能性のあるリスクは市民後見人においても生じ得るものと考えてもいいのではない

かという点です。 

 ２つ目は、「有期限・有目的の活動へ」です。市民後見人の活動については、一旦選任されるとい

つまで続くのか分からない活動ではなく、あらかじめ決められた期限の中で、市民後見人としての意

義や役割をしっかり理解し、目的を持って活動できる形態としていくことが望ましいのではないかと

考えています。 

 ３点目は、「支援付成年後見活動としてのシステム化」です。これまでの市民後見人の活動におい

ても、権利擁護支援センターの受任方針が後見監督として選任されるとともに、後見監督に限らない

バックアップを権利擁護支援センターとして展開していまして、それらは今後、新たな市民後見人の
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受任案件でも同様と考えています。本市においては、まだ市民後見人の活動実績が十分なところに至

っているとは言えませんが、これまでの実践や今後の取組みの中で、市民後見人活動が安心・安定し

た仕組みの中で展開されるようシステムを構築していく必要があるのではないかと考えています。 

 ４点目は、「有償の社会貢献活動として」です。市民後見人活動に関する報酬付与の考え方には

様々ありまして、これが正解というものはありません。ただ、市民後見人活動を単なるボランティア

として考えるのではなく、後見活動という責任を負う有償の社会貢献活動としてとらえた上で、報酬

のあり方を検討していく必要があるのではないかと考えています。 

 ５点目は、「地域の権利擁護支援システムとしての位置づけ」です。改めて、本市での市民後見人

の活動については、不足する専門職後見の安易な代替手段などでは決してなく、地域での権利擁護を

推進する地域全体としての取組みとしてしっかり位置づけることが必要ではないかと考えます。 

 資料11ページからは、市民後見人の取組みを推進するための提言として、３点挙げています。 

 １点目は、「有期限更新制の導入」です。これは、市民後見人受任期限を、無期限ではなく、例え

ば３年を１期として、権利擁護支援者の健康状態や活動状況を確認しながら更新していく考え方です。

また、更新の際には、後見人活動に対する評価を行い、その活動が適切に行われるようにします。 

 ２点目は、「後見報酬の定額化の導入」です。これは、市民後見人の活動に対しても後見報酬付与

の審判請求を認めることを前提とする考え方です。ただし、現行制度上、報酬額は、本人の資産や後

見活動の内容で裁判所が決定するものですが、ここでは、その決定によらない定額制を提言していま

す。 

 ３点目は、「受任案件の要件緩和と市民後見人同士の複数後見の仕組みの導入」です。市民後見人

活動については、権利擁護支援センターや権利擁護支援協力専門職によるバックアップ体制が前提に

あります。権利擁護支援者を地域生活者ととらえるならば、親族後見人の場合に生じる可能性のある

一般的なリスクについては、市民後見人においても生じる可能性のあるリスクとして受容することと

し、市民後見人が受任する案件についての要件を現在の基準から緩和してもよいのではないかとする

考え方です。あわせて、市民後見人の心理的負担を考慮し、活動者の希望を聞いた上で市民後見人同

士の複数後見というものを受任形態の一つとして挙げるとする考え方です。 

 12ページ、13ページは、令和２年度末時点の権利擁護支援者人材バンクに登録していただいている

権利擁護支援者の皆様に対して実施した市民後見人の推進に関するアンケートを取りまとめた結果で

す。この中で、今回の提案として挙げた複数後見としての受任や、後見報酬についてなど、権利擁護

支援者の考え方をお尋ねしていますので、後ほどご覧ください。 

 説明は以上ですが、先ほども申し上げたとおり、ここでの提案をもって進めていくわけではなく、

本市における市民後見の位置づけやどのような考え方を持って取り組んでいくのかなどの根本的な部

分からの協議をこの時期だからこそする必要があるという考えの下、審議をお願いするものです。よ

ろしくお願いします。 
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○委員長 

 資料を使って成年後見制度利用に関する取組みについてご説明いただきました。どの部分に関して

でも結構ですので、皆さんのご質問、ご意見をいただきたいと思います。 

 

○委員 

 質問です。６ページの市民権利擁護支援者の登録数などは、単年度で区切っての数字が挙がってい

ますが、トータルで登録者数は何人で、活動されているのは何人かを教えてください。 

 

○事務局 

 市民に向けて養成講座を実施して権利擁護支援者になっていただける方については、年に１回、４

月に更新する形をとっていますので、平成28年４月の段階では76人、平成29年４月では90人というよ

うに、その時点で人材バンクに登録していただいている人の数を表示しています。トータルで申しま

すと、正確な数字は今出てこないのですが、二百十数人の方々が養成講座は修了されているのですが、

やはりご高齢の方が中心ですので、ご自身の体調などで更新しない方もいらっしゃいます。 

 

○委員 

 分かりました。何人養成講座を受講して、そのうち何人が人材バンクに登録しているのか、そうい

う動きが見えると、先ほど提案にあった有期限の市民後見人の取組みも見えるのかなと思います。例

えば２～３年で辞めていく人が多いのに期限を５年とすると現実的ではないので、そのあたりの数字

を知りたかっただけです。 

 

○委員長 

 トータルで二百何十名が修了されていて、そのうち登録されなかった方はなぜなのかをしっかりと

チェックしておくと、どういう課題があってどうすればいいのかも見えてくるのはおっしゃるとおり

だと思いますので、これから幾つかの調査が必要だと思いました。 

 ８ページに記載のある検討会は委員が座長をしておられましたので、何か補足がありましたらお願

いします。 

 

○委員 

 基本的には今ご報告いただいたとおりですが、市長申立ても含めた成年後見制度の一連の課題をお

聞きいただいたと思います。 

 市長申立てのことについて言うと、良い資料を付けていただいています。例えば３ページに、必要

だと提案されたにもかかわらず認めなかった事案があります。これは結局、家裁が全部認めています。

家裁が認めたということは、成年後見制度の利用が必要だということです。必要な事案に対して市が

認めないのはどういうことなのかというところについては、まず、行政の立場としては、市長申立て

は何のためにあって、それ自体が障害者・高齢者の権利擁護のための仕組みであるにもかかわらず、
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こういう現実があることについて率直に認めて、こういうことのないようにどうすればいいか考えな

ければなりません。つまり、やむを得ず本人申立てにしたり、他市に移行して他市で申し立ててもら

ったら通っている、これは一体何なのだということです。西宮市にはそういう力はないのか、西宮市

では市長申立てができないのかと誤解されるのではないかと思って、とても心配しています。西宮市

は障害者支援で一世を風靡した自治体なのに、こういう現実があることはとても信じられません。 

 西宮市の市長申立てに関する取扱要綱では、市長申立ての対象者が設定されていて、「認知症・知

的障害または精神障害等の状態にあるため日常生活を営むのに支障がある者」、また、該当者に親族

が存在しない、あるいは存在しても申立てできない」となっています。ここの事例はすべて該当する

のではないですか。市が自らつくった取扱要綱と照らしても理屈が合わないと思われるのではないか

と思うのです。このケースについては、権利擁護支援センターもみんな困っています。私もセンター

のアドバイザーをしていて、非常に残念な思いをずっとしてきたものですから、こういうことが二度

と起こらないような、あるいは継続しないような仕組みが必要だと思います。 

 行政の職員の人たちが、非常に大きな様々な業務を抱えながら、それぞれのケースについて個別に

判断していくことは、業務量としても、あるいは、申し訳ないですが、この種の内容は一定の専門性

を求められるものですから、専門性の観点から言っても、なかなか難しいのではないかと思うのです。 

 そういう意味では、ここからは市民後見の話にもつながりますが、候補者調整をどうするかという

問題があります。どういう市民後見の仕組みをつくるにしても、せっかく養成した権利擁護支援者の

中から希望する方に受任してもらおうといっても、それを誰がどこで検討するのかという話になりま

すね。 

 そういう意味では、現在国が、成年後見制度利用促進法のもとで、地域連携ネットワークと中核機

関の設定を一生懸命しているところで、今年は第１期基本計画の最終年なのですが、全国的には３割

程度しか進んでいない、今年度末には何とか５～６割までいければいいという見通しでしかありませ

ん。もっといくだろうと言う人もいましたが、私は当初の予想どおり、こんなものかなと思っていま

す。 

 少なくとも西宮市においては、こうした委員会を持って、専門職の先生方にも関わっていただいて

いるので、成年後見制度の検討会と連動したこの委員会を母体として、成年後見専門委員会みたいな

ものをつくって、その中の課題として、例えば市長申立てを希望する案件は取りあえず専門委員会に

かけ、そこで専門職の委員に検討してもらって、提言というか答申のような形を受けて、決めるのは

行政権限ですから行政が決めるのですが、何か根拠を持って決める形にしたほうがいいと思います。 

 今、国でも「専門委員会を開いて、それを基に」という話をしているようですが、後見利用に関し

て地域連携ネットワークをつくって云々というのは、専門家の協力を得るという意味です。そういう

意味では、センターの協力専門職の方をはじめ専門職の方は多くいらっしゃるので、その方に協力し

ていただいて、市長申立てについて意見をもらう、あるいは候補者調整についても意見をもらうよう

にすべきです。候補者調整をするからといって、必ずしも全ケースに候補者を立てて申し立てしなけ

ればいけないかというと、必ずしもそれができない場合もありますし、候補者の選定よりも申立てを

急がなければいけないケースもあるでしょう。なので、それらについても、恣意的に判断するのでは
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なく、一定の根拠として専門委員会の立場で意見を言ってもらって、それに基づいて判断する形にす

ればどうかと思います。もちろん市民後見人についても、案件の候補を出してもらって、その方との

マッチングを含めて、専門委員会の立場で検討して意見をいただいて決定する。成年後見の利用支援

に関わった案件については、せっかくこういう委員会をつくって専門職の方もいらっしゃるので、専

門委員会のような形でシステム・仕組みをつくって、それをもとに提言していくと、あまり大きな批

判を受けることが少なくなっていくのではないかと思います。ある種のリスクマネジメントです。前

段の話を受けてそのことも検討してもらいたいと思います。 

 市民後見人の仕組みについての提案は、きれいにまとめていただきましたのでこのとおりでいいの

ですが、この市民後見人については、平成23年に国が市民後見推進事業を始めてからちょうど10年に

なります。10年たった現在でも、市民後見の受任件数は昨年で300件です。残念ながら、全国的にそ

ういった極めて低調な状況です。それに対して法人後見のほうが伸び率としてはすごく大きいです。

私の見通しでは、あと数年で社会福祉士の受任件数を超すかもしれません。それぐらい法人後見の広

がりがあります。現在、国でも多くの受皿を進めていますので、急にこれが広がっています。 

 そういう状況はありますが、それでも市民後見人の力はきちんと評価すべきだと思います。先駆的

な大阪府、大阪市等の取組みを見てもそうですが、明らかに実績を上げていますし、全国的にも取り

組まれているところは一定の実績を上げています。例えば市民後見人同士の複数後見の話も、私が調

べたところでは既に700件行っているのです。 

 ただ、実績も含めて、あるいは様々なところでなされた議論を踏まえて、仮にここでご理解いただ

いてこのとおりやってみようとなったとしても、すぐにはできません。家庭裁判所が理解してくれな

いとできないのです。決めるのは実は家裁です。ここの提案は、実は家裁と協議してもいいかという

意味です。西宮市の仕組みはこうで、これをこのように変えていきたいという家裁との協議に入らな

いといけないのです。どういう偉い人であっても勝手に言っているだけでは家裁としては困るので、

市の仕組みの中で提案して、理解を得たので試行的にやってみませんかという話に持っていけると、

可能性としては五分五分なのではないかと思います。 

 とはいえ、家裁も候補者の確保には実は困っています。家裁の立場で言えば、候補者を立てて申し

立てしてほしい、候補者なしをできるだけ少なくしてほしいのです。そういう意味で言うと、市民後

見案件が一定の仕組みで実態化してどんどん上がってきてくれるほうが家裁的にはありがたいだろう

と思います。 

 ただ、こうした有期限の仕組みなどは、運用上では近いところがあるかもしれませんが、現状では

仕組みとしてやっているところはないと思います。ただ、家裁としても利用促進を進めたい立場です

し、その中で事務的なところも含めて合理化を図りたいという思いもありますから、この内容自体は

十分協議に値するのではないかと思います。ここで承認されてもこのとおりになるかどうかは分かり

ませんが、何かリアクションをしていかないと、今のままではいくら呼びかけたり配慮していただい

ても現実的にはなかなか難しいです。これは全国的にそうです。大阪でさえ落ちているのですから。 

 そのような危機感もあるので、今回、私のほうが一応の取りまとめをして提案していただきました。

委員の弁護士は、神戸市で市民後見の取組みに関わっておられまして、検討会の中で先生のお話はと
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ても参考になりました。神戸市では、専門委員会をつくって、そこを通すという仕組みを既にやって

いるそうです。それも伺ったので、一層私としては、できればこういう仕組みをつくって、専門委員

会の決定とともに、市民後見については今回提案したのは基本的な考え方です。あくまでも考え方で

あって、現実的な対応の仕方は、あくまでも家裁との協議の中でもう少し具体化できるのではないか

と思います。 

 

○委員長 

 今の委員の発言に副委員長として何か補足がありましたら。 

 

○副委員長 

 市民後見についてはそのとおりかなと思いますが、市長申立てについては、今回課題として挙げて

いる市長申立ての問題解決に管理簿を作成することが結びつくのかなというイメージを持っています。

ここには挙がっていないのですが、やりとりの中で、市として市長申立てを求められていたと思って

いなかった案件があり、管理簿をつくることでそういう齟齬がないようにするという意味では、この

管理簿は確かに意味があると思います。しかし、見解の相違があるとかないとかということで言えば、

西宮市としてこういう事案については市長申立てをするという決まりがある中で、今までなぜできな

かったか検討をすべき話であって、管理簿がどうかという話ではないと思うのです。今後、委員から

提案があったような形で何かしらの仕組みをつくっていく方向できちんと考えていただけているのか

どうかの確認を私はしたいと思います。 

 

○委員長 

 まず管理簿をつくられた経緯のご説明と、管理簿をつくったことによってどのような成果を考えて

いらっしゃるのかについて質問がありましたので、もし市のほうからお答えがありましたらお願いし

ます。 

 

○事務局 

 今回挙げました見解の相違という整理と管理簿の作成という方向性については、こちらとしては有

効であるという考え方をしています。 

 まず、見解の相違のほうからお答えしますと、この３事例は、平成30年以降に権利擁護支援セン

ターが相談を受けて、結果として市長申立てに至っていないケースです。これは、権利擁護支援セン

ター運営委員会のほうで議題として上げていまして、その中でご指摘いただいたところによると、こ

ういったものをまとめて出せる俎上が西宮市にあることが大事であると言われていますので、こうい

う積み重ねを続けていくことを考えています。 

 管理簿については、こういった見解の相違はありますが、そもそも西宮市として相談されたかどう

かが分からないこともあるかもしれないという状態の中で、当然この事例がすべてではなく、市長申

立てをしてくださいという相談がダイレクトに来ることもあれば、虐待の事案など生活支援の中で成
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年後見制度利用の検討に至って、いろいろな状況から市長申立てをしなければいけないという結論が

出ることもあります。確かに見解の相違も大きいかもしれませんが、そもそも相談の全数が分からな

いところが出発点でした。例えば市長申立てをしなければいけない案件を11件把握し、11件申し立て

ているのであればいいのですが、我々が把握した11件が権利擁護支援ニーズのすべてなのかと考えて

います。それができていないのであれば、発見する仕組みをしっかりとつくっていかないと、そうい

った相談にはつながってこないのかなと考えています。 

 このように、個々の対応の中でいろいろな相談があるのですが、その全数的な把握ができていなか

ったことが課題でしたので、まずは全数を帳票で把握した上で、検討会から提言された第三者委員会

をどのような形で運営していくのかについて考えていかなければいけないと思っています。そういっ

たところにつなげるためのきっかけとして、まずは全数の管理をしてみようという形で取組みを考え

ているところです。 

 

○副委員長 

 確かに、漏れがあるかどうかに関しては管理簿によって拾っていくことはできると思いますし、相

違があるかどうかの整理をする意味においてもこれでまとまっていくと思います。ただ、例として挙

がっている３つについては、見解の相違があることが明らかで、なぜそれが市長申立てに至らなかっ

たのかを考えていき、今後こういうケースが来たときに必要なケースであれば市長申立てができるよ

うな形をつくっていかないといけないので、その仕組みをつくることが早急に必要ではないかと思い

ます。 

 特に２のケースは、私が申し立てたもので、正直言って、家裁が「本人申立ては無理ではないです

か。市長申立てでしょう。」とはね返してくると思ったのです。申し訳ないですが、このケースはど

う考えても必要なケースだと思います。こういうことがあってはいけないし、結局、戻されて市長申

立てとなると、それだけ本人の権利擁護支援が遅れてしまうわけです。不利益を受けるのは市民の方

なので、そういうことがないように、すぐにできるかどうかは別としても、その仕組みを考えていく

こと自体は急いでやっていかないといけないのではないかと思っています。 

 

○委員長 

 この３つの事例は、市のほうで取扱要綱を持っていたとしても、この方々のアセスメントに対する

共通の一致点がなければ議論がそもそも成り立ちません。市の見解がばらばらで対応がばらばらにな

ってしまうと、市民の方に対して不利益になる場合もあり得ると思いますので、ばらばらにならない

ように、この推進委員会の中にそういうことを取り扱う委員会を設けて、専門職の方から一定の提案

を受ける形をつくって、最終的に決定するのは行政ですから行政にお任せするという形にしたらどう

かと思ったりします。 
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○委員 

 委員、副委員長のおっしゃっておられたことは、基本的に全面賛成です。市長申立てが必要なのに

漏れてしまう方が多いようでは、この意義がないと思います。ただ、何でもかんでも市長申立てに持

っていけばいいわけではないので、そこのつなぎが非常に難しいだろうと思いました。仮に判定する

人が５人いて、５人中３人でも、１人でも申し立てすべきだという意見があれば申し立てる、その上

での判断を家裁に任せる、そういうほうがこういう制度を使うときには無難なのではないかと個人的

には思います。 

 

○委員長 

 最終的には家裁に責任を負っていただくので、こちらとしては、心配なケースについては一定上げ

ていくという戦略もあると思います。 

 

○委員 

 市長申立てを行うようなケースは、スピード感が求められるケースだと思います。それなのに、管

理簿をつくって委員会で協議していくという話ではないのではないかと思っています。実は虐待対応

でも差別対応でも、本当ならスピード感を持ってやっていかないといけないことが実は全然スピード

感がないということがあります。支給決定においても、西宮市独自の規定があるにもかかわらず、そ

れが最近あまり活用されていないと聞いています。ですから、込み入った話は推進委員会の中に分科

会などをつくって検討することにして、この委員会は最近年２回しか開いていない中で、いろいろな

積み残された課題が多くありますし、今回委員も新たになったことですから、この推進委員会をきっ

ちりと運営していく方向性にしていただきたいと思います。 

 それと、これは私だけのこだわりなので、一応言っておきますと、９ページの下にある「(参考)市

民後見人が受任する案件の基準」がなければすっと理解できたのですが、10ページの市民後見人受任

の課題への対応を考える上でのポイントとして「①地域生活者の権利擁護支援活動として」と書いて、

市民後見人が受任する案件の基準としては「エ 原則として施設入所者であること」と書いてありま

す。これは私の中で整合性がとれていません。施設入所も地域生活だととらえていらっしゃるのなら

仕方がないのですが、そこは相入れないところなので、どうなのかとひっかかっています。 

 

○委員 

 委員からご指摘いただいたことについて補足したいと思います。 

 この基準のエとオ、つまり、原則として施設入所者であるとか原則として後見類型であること、こ

ういうところがひっかかるというお話でした。実はこれは、この間の成年後見の利用ニーズと逆行し

ている、合わない状況なのです。実際に毎年、裁判所から成年後見事件の状況がデータで公開されて

いますが、昨年、一昨年を見ますと、国が成年後見制度の利用促進をしているにもかかわらず、ここ

２年続けて、成年後見制度自体の利用は少しずつ伸びているのですが、後見類型の利用が減っていて、

保佐と補助が３割増しなのです。つまり、今の成年後見の利用ニーズは、もちろん従来の施設入所者
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の後見類型という利用ニーズもありますが、全体としてニーズが高まっているのは実は保佐、補助、

つまり地域生活者で、地域生活を維持していく、あるいは継続していくために後見人を求める、ある

いは後見制度の利用を求めているケースが顕著に増えているのです。 

 ですから、もちろん市民後見人の経験値を上げていかないと難しい部分もなくはないのですが、実

際に市民後見人の方の実績を見ていると、下手な専門職よりもはるかに優れた取組みをしている例は

枚挙にいとまがありません。そういう意味では、過度に規制して市民後見人の人たちに配慮し過ぎる

よりも、むしろその力を信じて、センターを含めてバックアップはきちんとした上でニーズに応えて

いただきたいと思います、そうすることが市民後見人の皆さんのモチベーションを引き上げるし、地

域としての取組みの意義を見いだせるのではないかと思われますので、委員が指摘された基準につい

ての見直しも併せて行えばいいのではないかと思います。 

 

○委員長 

 あと、委員がおっしゃった市長申立てのスピード感をどうするかについては、障害に関するサービ

ス利用の支給決定ガイドラインがありますね。あれに基づくものは検討されますが、それを超えた部

分については別の委員会にかけられます。ですから、私たちの中で議論しながら、よりスピード感の

あるガイドラインをまずつくって、そのガイドラインに基づいてできることはすぐにやっていき、ガ

イドラインで判断が難しい部分だけをこの委員会で、それも臨時の委員会にかけていただいてご判断

いただくという感じでスピード感を持てばどうかと思いました。よろしくお願いします。 

 

○委員 

 そのスピード感の話を市長申立ての関係で言うと、スピード感が求められるのはおっしゃるとおり

ですが、現実に時間をとられているのは、親族照会なのです。つまり、２親等内の親族がいるかどう

か、その申立ての意思確認をしなければいけない、これが実務的に本当に大変なのです。なので、私

が関わっている大阪府堺市では、専門者団体に委託しています。それがいいかどうかはともかくとし

て、市の職員の方が一から全部やっていくのは無理だと思うのです。なので、せっかくセンターに専

門職の方がいらっしゃるのだから、実際に市長申立ての実績は多くても50～60件で、月にすると５件

ですから、協力専門職の方に輪番でお願いして、その方たちに協力していただくことは、そんなに無

理な話ではないと思うのです。とにかく専門職が行うと、弁護士や司法書士の先生は、立場上そうい

ったことにたけているし、権限も持っておられるので、非常に速いです。そうして合理化できるとこ

ろは合理化すれば、市の職員の負担も軽減できて、かつスピードアップになると思います。 

 多くのところでは、市長申立ての実務上のスピード感のネックは、親族照会と申し立てするかどう

かの決断、この２つです。ですから、専門委員会をつくって、そこでの検討を根拠にして申し立てす

るかどうかを決定し、親族照会については専門職にお願いする、この２つで市の職員の方も随分楽に

なるし、スピード感が出るのではないかと思います。 

 

 



- 13 - 

 

○委員 

 委員会の場で言うことではないかもしれませんが、今の市長申立ての件で、スピード感の問題や効

率化の問題など、いろいろなことがあると思います。事務局から「見解の相違」というお話がありま

したが、見解の相違というのは、市長申立てではなく、何とかして本人申立てに持っていくべきでは

ないか、市長申立てという方法ではなく、違う方法のほうがよりいいのではないか、そういうものだ

と思うのです。私が非常にショックを受けているのは、例えば３ページの２番の事例ですと、市の見

解として、「何をしてほしいとの意思表示すら出来ない。昔から知的障害者で長期入院中。金銭管理

は病院が行っており、後見人がついたところで出来ることがない。施設入所や契約の必要性が出た際

には申立手続きをする趣旨説明済」となっています。これが市の見解だと言われたら、すごく悲しい

です。市も我々も、みんなで20年以上、西宮の権利擁護支援を共に構築してきたわけです。この人の

権利擁護支援をするときになって、市長申立てという方法を今すべきか、すべきでないかの提案があ

ってもいいと思いますよ。あってもいいと思いますが、書いていることが違うではないかと思うので

す。そこで、私たちは一体何のために行政と共に西宮の権利擁護支援の構築を進めてきたのかという

ところを確認したいと思っています。心情的な話になって申し訳ないのですが、一応言っておこうと

思いました。 

 

○委員長 

 この２番のケースについては、いろいろなご意見が出ると思います。私たちがご本人を支援すると

きに、例えば精神の場合でも、退院促進の支援だけではなく、病院の処遇改善の問題が出ますので、

処遇改善のことを考えると、金銭管理だけでは無理ではないか、本人の立場に立った方にもう１人入

っていただいて受けたほうが処遇改善されるのではないかという議論が出てきます。そのあたりは、

こういう事例を出していただきましたので、ではどうすれば解決できるかを本当に議論したいと思い

ます。委員がおっしゃったように、ちゃんとやるのかと言われると、行政のほうも、これを出してこ

られたということはやるつもりだと思いますので、やる方向で進んでいると局長なり部長に確認をと

ってよろしいですか。 

 

○事務局 

 ご意見に加えて具体的なご提案もいただいています。それに対して検討していく必要があると思っ

ていますので、担当者を含めて検討したいと思います。 

 

○委員長 

 次に、総合相談支援体制の構築について説明をお願いします。 

 

○事務局 

 議事(2)、総合相談支援体制の構築に向けてです。資料14ページと、事前にお配りしています参考

資料も併せてご準備ください。 
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 現在本市では、地域福祉計画策定委員会において新計画の策定に向けた審議を行っている最中です。

次期の地域福祉計画では、包括的な支援体制の構築が主眼となっていますが、本委員会からも、包括

的な支援体制に求められる、いわゆる「断らない相談支援」、「参加支援」、「地域づくりに向けた

支援」は、まさに地域における権利擁護支援体制の実現に必要不可欠なものであると考えられるため、

一体的に進めなければならないと提言をいただいているところです。 

 次期の地域福祉計画の策定にあたっては、包括的な支援体制の中でも、特に「断らない相談支援」

を実施するための総合相談支援体制を構築するため、まずは現状の認識と課題を整理することを目的

として、現在、様々な相談支援を行っている市役所の窓口と各機関に対してアンケート調査を実施し

ました。この参考資料は、その結果を市窓口と相談支援機関とで比較できるよう取りまとめた資料と

なっています。 

 参考資料１ページからが調査の概要、３ページ以降が調査の結果です。調査結果については、設問

ごとに、左のページには市相談窓口と相談支援機関との比較、右ページには、福祉分野別の比較を掲

載しています。 

 本日は、時間の関係上、参考資料にある調査結果の詳細の説明は割愛します。各設問に対する回答

のまとめと、それを受けて本市が構築を目指す総合相談支援体制の考え方について説明します。参考

資料については、後ほどご一読いただければと思います。 

 資料15ページは、相談内容について記載しています。 

 最近の相談内容や支援対象者の傾向については、市窓口、相談支援機関ともに、分野をまたがる複

合的な課題を抱える個人や世帯が増えているという回答が７割を超えている状況です。ただ、回答に

よっては、市窓口と相談支援機関とで回答の差が大きいところもあります。この結果から、一つの窓

口や相談支援機関では完結しない複合的な課題や、既存の制度では対応できない課題を抱える個人や

世帯が増加していることについて、それぞれの窓口、相談支援機関が認識していることが分かります。 

 これらのことに対応するため、分野を超えて連携し、相談や支援に取り組んでいくことが重要と考

えていますが、市窓口と相談支援機関とで認識に差があることも見られることから、これらの課題に

ついて共有化を行い、同じ認識を持つことが必要だと考えています。 

 次に、資料16ページ、「制度の狭間等の相談について」です。 

 ほとんどすべての市窓口や相談支援機関において、「制度の狭間や複合・多問題といった福祉課題

を抱えた個人や世帯の相談を受けた経験がある」という回答があり、相談をどこから受けたかについ

ては、市窓口ではほとんどが当事者もしくは相談支援機関となっていますが、相談支援機関では、そ

れらに加えて、近隣の住民や民生委員・児童委員という地域からの相談の割合も高くなっています。 

 受けた相談が通常関わる範囲以外の内容であった場合の対応については、市窓口の多くは、「相談

内容に合致する課や相談支援機関に直接連絡し、対応を依頼する」、もしくは「相談者から相談内容

に合致する担当課や機関に直接相談してもらっている」のに対して、相談支援機関では、「相談内容

に合致する課や相談支援機関に直接連絡を行い、相談者と同行訪問して状況確認をするなどの対応を

している」という回答が一番多くなっています。 
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 普段の業務の中での業務範囲以外の福祉課題についての気づきや発見については、「ある」と答え

た市窓口、相談支援機関がともに９割を超えており、気づきや発見は、窓口で相談を受けているとき

と通常関わる業務の範囲の対象者を支援しているときがほとんどになっています。気づいたり発見し

た業務範囲以外の福祉課題への対応については、市窓口では、「福祉課題に合致する課や相談支援機

関に連絡し、同行訪問するなど協働する」、「福祉課題に合致する課や相談支援機関に連絡し、それ

ぞれで対応している」、「福祉課題を抱えた個人等に担当課や相談支援機関を伝え、担当課等に直接

相談してもらっている」という回答がほぼ同数でしたが、相談支援機関では、「同行訪問するなど協

働するようにしている」と回答された回答が最も高く、８割以上となっています。 

 市窓口や相談支援機関ともに、制度の狭間や複合・多問題といった課題の相談を受けていることや、

ふだんの業務の中で通常の業務範囲以外の福祉課題に気づいたり発見したりしている現状があること

が見られます。 

 部署や相談支援機関の役割や機能によって、相談する人・機関やそのタイミングは異なっています。

そのことで対応方法も異なっている場合もあると考えますが、相談を受けたり業務内で発見された課

題をまずは各窓口・相談支援機関でしっかりと受け止め、支援の必要な個人や世帯を見逃さないこと、

そして、すべての市窓口、相談支援機関が必要に応じてそれぞれの部署や相談支援機関にしっかりと

つなげられる体制づくりが必要だと考えています。 

 最後に、資料17ページ、「支援に向けた連携について」です。 

 通常業務の範囲以外の課や相談支援機関・施設との連携については、市窓口、相談支援機関ともに、

「連携がスムーズに行われているとは感じていない」という回答が「スムーズに行われている」とい

う回答を上回っており、相談支援機関のほうが市窓口よりも「感じていない」の割合が高くなってい

る結果でした。 

 連携をスムーズに感じない理由としては、市窓口では、「ほかの課や相談支援機関・施設の内容や

対応可能な業務が共有されていない」という回答が一番多かったのに対し、相談支援機関では、「ほ

かの課や相談支援機関・施設に連絡しても断られる」とする回答が一番多くなっています。 

 制度の狭間や複合・多問題に対応するための複数の部署や機関をコーディネートする部署・相談支

援機関の必要性については、必要とする割合が市窓口、相談支援機関ともに高くなっています。 

 また、コーディネート役に必要な機能としては、市窓口、相談支援機関ともに、「適切にコーディ

ネートできる能力」」や「様々な制度や分野に関する知識」という回答が多く見られていますが、

「顔の見える関係づくり」や「課題を取りまとめ、既存の制度では対応できない課題を解決するため

の新たな制度づくり」という回答では、市窓口と相談支援機関とでは差が大きくなっています。 

 ワンストップの相談窓口の設置については、「総合窓口がいいと思う」とする回答が市窓口では７

割を超えていますが、相談支援機関では、「いいと思う」と「いいと思わない」が同数となっていま

す。一つの部署や相談支援機関では対応困難な課題については、それぞれの部署や機関が課題を共有

し、協働して課題解決に向けた取組みができる体制づくりが重要です。そのためには、現在、各窓口

や相談支援機関が連携する上で課題と感じている内容を精査・共有し、それを解決していく必要があ

ります。また、複数の部署や機関をコーディネートする機能については、単なる設置にこだわるので
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はなく、制度の狭間や複合・多問題への対応への必要性、そのためにはどのような機能が必要なのか

を市全体で共通認識を持ち、多機関が協働できる体制を構築することが重要と考えています。 

 説明は以上です。 

 

○委員長 

 第４期西宮市地域福祉計画の策定に向けて、行政と相談支援機関に対して地域福祉推進に向けたア

ンケートを最近実施されました。私の正直な意見を申し上げると、これはコンサルを使われたと思い

ます。もし西宮市として「こういうほうに積極的に誘導してこういうものをつくろう」という政策誘

導的な視点を持っていらっしゃったら違う調査をされたのでしょうが、これを見る限り、西宮市とし

てどういう制度をつくっていくかについてまだ共通的な見解が展開し切れていないようです。ですか

ら、ある意味で真っ当な調査ですが、私たちが十分分かっていた問題点を非常に明確に浮き彫りにす

るような調査でしたから、これを踏まえてどういう仕組みをつくるのかについて、時間は限られてい

ますが、かなり必死になって進めていかないといけないと思った次第です。 

 各委員、参考資料も含めて、ご質問、ご意見等がありましたらお願いします。 

 

○委員 

 今、マイナンバーカードに保険証を紐づけして、我々のところで他の医療機関のいろいろな検査

データなどを閲覧できるようにするシステムをつくるという話があります。私の個人的な見解として、

行政としてマイナンバーは一体何の役に立っているのか、税金徴収のとき以外に役に立っていないの

ではないかという気がして仕方がありません。例えば、人が亡くなって死亡届を出しに行くと、健康

保険の停止や年金の停止から、いまだに各窓口を全部回らないといけない現状です。死亡届を出した

ら、それが庁内のすべての手続に行き渡るようになぜできないのか、何のためのマイナンバーなのか

という気がするのです。行政の縦割りの弊害とよく言われますが、私はいいところもあると思います。

それぞれが専門職で、顔を見ながら個人的な対応をしていただけるのは縦割りのよさです。しかし、

連携ネットワークというところでどうしていけばいいのか、今あるもので何が使えるのかと考えたと

きに、資料やデータもすべてデジタル化した上で、マイナンバーを活用すれば、かなりの部分の連携

が進むのではないかと思います。 

 例えばこのコロナ禍において、最初はアベノマスクの配布から始まり、給付金の問題があり、最近

ではワクチン接種の問題など、今まで長い時間があったのですから、マイナンバーを使えるようにし

ておけば、かなりスムーズに進んだのではないかと思います。実際に海外では、そういうシステムが

既にあってスムーズに動いているところがたくさんあります。これは国がすることかもしれませんが、

ファックスはやめて、情報提供はすべてデジタル化することに取り組んでいくとは聞いているのです

が、もう少し真剣にマイナンバーに関して市としてできることを考えていただいて、検討実施してい

ただいたら、連携の面では現状でもスムーズに図れるようになるのではないかと感じました。これは

単なる意見です。 
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○委員長 

 医療の分野でもそういう意見はありますね。ある病院で検査を受けても、次の病院へ行くと同じ検

査をされるようではいけないのですね。そういう検査のデータは共通で使えるような仕組みにしてい

ただければ検査は１回で済みます。同じように、必要なデータを専門職の間で機密性をキープしなが

ら管理していく、かつ共通で利用することが大事なところで、データを１度とればほかのところでも

使えるような仕組みも含めて、これからどうするかというご意見をいただきました。これは、行政も

我々も当然考えていかなければいけない大事なテーマだと思います。 

 

○委員 

 総合相談の話は今さらというような感じがありまして、ワンストップの総合相談窓口を云々という

話も、10年ぐらい前からあったでしょうと思うのです。もちろん調査自体は、折を見てされることは

必要なことですから、やっていただいていいのですが、結局市としては、総合相談窓口をつくったほ

うがいいと考えているのか、つくらなくてもいいと考えているのかがよく分からないので、ここで何

をすればいいのかがよく分かりません。 

 実は総合相談に関わった部分で言うと、それこそ７～８年前に、私が代表をしていたＮＰＯで厚生

労働省の助成金をいただいて権利擁護支援システムをつくっていく中で、埼玉県行田市で福祉調整室

という組織でトータルサポートの仕組みを実施しているという情報を得ました。そこを視察するとき

に幾つかの自治体に呼びかけて、西宮市、尼崎市、丹波篠山市など、幾つかの市の方と一緒に行きま

した。丹波篠山市でも総合相談はやっていますが、結果的に仕組みとして具体化したのは芦屋市だけ

でした。行田市は10万人弱の市で、芦屋市はほぼ同じような規模ですから比較的取り組みやすかった

と思いますが、西宮市は規模が大き過ぎるので、ああいう形ではできない、相当の改良をしなければ

いけないということでした。そのときに一定のトータルサポートの仕組み的なものは庁内で取り組ま

れたのですが、そこからぱったりと動きが聞こえなくなってしまいました。 

 今回、改めて総合相談支援を行うにあたっては、あの後、庁内連携の仕組みを具体的にどのように

取り組まれてどうなったのか、そこのところが一番重要だと思います。アンケートの結果で出てきて

いる相談の傾向は、全国共通の傾向です。ただ、求められているのは窓口ではありません。窓口の間

口が広くなったらそれでいいというわけではなく、芦屋市など先行してつくったところも、結局、そ

の後、実は機能していないのです。なぜか。コーディネートできないからです。取りあえず相談を受

けるだけなのです。 

 今、相談者の状況はさらに深刻になってきています。最近のトレンドでは、伴走型支援とか、「つ

ながる支援」と「つなげる支援」と言われています。まず本人と支援者がつながることが求められて

います。ただ、本人が拒否したり問題が分からなかったりしてつなぎようがないので、アウトリーチ

してつながなければいけないという役目を求められていて、その上で支援につなげる役割も求められ

ているのです。これは、高齢者や障害者もそのほかでもみなそうです。そういうことが今の共生社会

の実現云々の経過の中で国のレベルでもずっと言われているわけです。 
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 しかし、西宮市としてはつくってどうするのかという話を一言でもいいので聞かせてもらわないと、

この話をどのように受け止めていいのか分からないので、お願いします。 

 

○委員長 

 それについては、最後にお話しいただくことにします。 

 

○委員 

 地域包括支援センターにもいろいろな相談が寄せられていまして、お話を聞いて必要な部署に相談

するようにはなっていますが、なかなかうまくつながらないところがありますので、それがこれから

の課題だと思っています。 

 

○委員長 

 この調査は、コーディネーションの問題やのりしろの問題など、いろいろな問題について、全国で

も同じように起こっていて、それが西宮市でも起こっているのですが、「こうすればこうなる、だか

らこうしてはいけない」としっかりと書いてくださっています。そもそもコーディネーションとは何

かということまではっきりと書いてくださっていますので、これはしっかりと踏まえて、ではどうし

ていくのかですね。 

 

○委員 

 ２年前に検討会があって報告書が出たときには、相談機関にこだわった書きぶりでした。一部、生

活困窮や相談支援などの団体と厚生労働省に、「一番断っているのは市町村ですよ」と意見を出した

ところ、最終的に「市町村による断らない相談支援体制の整備」という文言が入ったのです。委員が

言われたように、西宮市でも庁内サポート体制みたいなものが検討されたときには実は介護と生活保

護と障害ぐらいの話だったのですが、今お聞きすると、子供のことや生活困窮のこと、あと、生活福

祉資金が単独会計になったとか、市の生活困窮者自立支援事業が設定している支援調整会議などに出

ていたりしていたのですが、生きづらさなどが本人にあるから働いていなかったり家のことができな

いということが見えてきています。ところが、例えば西宮市では生活困窮を担当している厚生課が抱

え込んでしまって、結局必要な障害なり水道なりにつないでいくことがなかなかできないのです。で

すから、個別に出てきたものを行政の中で誰がどうやって仕切っていくか、調整していくかという、

一歩も二歩も踏み込まないといけないようになってきていると思うのです。 

 一番怖いのは、結局、行き場のないケースは全部ボランティアセンターに行って、ボランティアセ

ンターの職員があたふたしながら何とかつないでいる状況なのですが、現状を見ると、子供が死んで

しまうみたいなことも見えてくるわけです。それをきっちりと対処する。特に西宮市には県のこども

家庭センターがありますが、子供家庭支援課との調整がうまくいっていないと言われていますし、明

石市では市独自でこども家庭センターを設置しましたし、尼崎市でも県がこども家庭センターを設置

したのに後追いで市も設置するという状況も出てきています。 
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 西宮市が今抱えている課題は本当に重くなっていまして、いつ人が死んでもおかしくない状況にな

っていますから、そこを受け止めて、まずは見守って、みんなで解決していくという形をつくりたい

なと思います。 

 

○委員長 

 おっしゃるとおりですが、最初の議題にあった成年後見制度の市長申立ての件では、市の見解と権

利擁護支援センターの見解が違うという話がありました。これは、２つか３つの仕組みを調整すれば

できるイージーな話なのです。ところが、今回よく分かったと思いますが、行政の統一見解はないわ

けです。各課でいろいろな思いがあって、それぞれ違うことを書いておられます。一方、地域のいろ

いろな相談支援機関も、それぞれの思いに違いがあります。ですから、これは、委員がおっしゃるよ

うに、かなり突っ込んでやらないといけないと思うのです。私がこの委員会に関わって大分たちます

が、ずっと整理せずに残っていた課題がいっぱい出てきたわけですから、そのたまっていたものをど

こかできちんと整理しなければいけないと思っています。せっかく国が新しい制度設計を始められて

いるところですし、求められている断らない相談支援の仕組みは国がおっしゃっているところですの

で、市のほうも、もう一度国をリードするような展開をしていただきたいというのが正直な思いです。 

 

○委員 

 総合相談支援体制の問題は、行政のほうも恐らく庁内連携システムを志向しており、そのあたりを

地域福祉計画上でより明確にしていくということだと思います。 

 一方で、地域ネットワーク形成の問題があります。これは、生活困窮自立支援室のほうが包括的支

援体制の構築で突っ込んでいるネットワーク形成の問題と、ここはシステム推進委員会ですから、成

年後見制度利用促進室のほうから中核機関なり地域連携ネットワーク形成ということで突っ込んでい

る部分があるわけです。自治体は、その両方を受けているのですが、そのことに相互性を持たせると

か、戦略的に総合相談の問題と地域展開の問題での到達点があれば教えていただければと思います。

それは今、地域福祉計画の中で検討中だとか、それこそ社協がしっかりと考えることだとか、何でも

いいのですが、とにかく到達点を共通認識しておきたいと思いますので、お願いします。 

 

○委員長 

 ここは西宮市権利擁護支援システム推進委員会で、今日は２つの議題を上げてこられました。成年

後見制度利用に関するものと総合相談支援体制です。西宮市はやはりレベルが高いと思うのですが、

相談支援と権利擁護は離せない、相談支援は市民の権利を擁護するための仕組みであることを明確に

位置づけておられるから、この委員会の中で議論が起こってきているわけです。そこをしっかりと踏

まえて、これからどのように展開していかれるのかについて、今どこまで議論されているのかとか今

後の方向性を含めて、説明をお願いできますか。 
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○事務局 

 市の総合相談については、私は権利擁護支援センターの研究のときから事務局をさせていただいて、

西宮の中でのトータルサポートとして進めてきたところがあります。窓口については、福祉部局の中

ではありますが、市内の施設で窓口対応していると認識しています。一方、個別支援については、全

部はできませんでしたが、生活支援課の中に高齢と障害の個別支援を担当していまして、そこに厚生

課も併せて生活支援部という形でまとめて、部として一体となって個別支援をしていこうという組織

体となっています。 

 ただ、地域包括支援センターも実感されていると思いますが、昔からあった複合・多問題が非常に

増えてきた、顕在化してきたと国のほうも我々現場も感じてきています。一方、地域のほうでは、つ

ながりが希薄化してきて、それによって見つけにくくなっています。民生委員も積極的に高齢者のお

宅を見に行っていただいていますが、昔のようにその家の内情が見えなくなってきています。 

 市としても、ここをもう一度ねじを巻き直さなければいけないと考えていまして、１つは庁内の連

携、それと、地域とのネットワークが今はどんどん衰退していますので、これを盛り返していかない

といけないと認識しています。 

 この内容については、今年度が地域福祉計画の策定年度になっていますので、策定委員会でいろい

ろと議論していただきながら、西宮市で、庁内での連携のあり方と地域とのネットワークづくりの２

つを進めていくために考えていきたいというのが今のところの考え方です。 

 

○事務局 

 行田市のトータルサポートは、私も一緒に行って勉強させていただいた経緯があります。 

 今、総合相談については、西宮市の考えとしては、人口規模から考えますとワンストップという形

で一つの機能でエリア的に集約することは難しいというように、さきの６月議会での議会からのご質

問に対して答弁したところです。そのために、委員がおっしゃったコーディネートの役割も重要です

ので、健康福祉局内にコーディネートを担当する組織が必要であると考えています。 

 また、委員がおっしゃった今後の地域展開については、地域福祉計画の中に位置づけて、各委員の

ご意見も踏まえた上でどのように地域展開していくかが今の西宮市の総合相談のあり方についての方

向性と考えています。 

 

○委員 

 子供が精神障害者ですから、私が一番、後見人をお願いする立場にあると思いますが、今日は手を

つなぐ育成会の方がいらっしゃらないので、併せたような立場で言わせていただきます。 

 ３ページの事例の中に「何をしてほしいという意思表示すらできない」と書いてあります。私は、

この５月に母親が亡くなったのですが、葬儀の後に葬儀屋さんが、市役所のこことこことここを回り

なさいという紙をくれました。10か所ぐらいグルグル回ったのですが、「私が死んだときには、うち

の子供はこんなことはしてくれないな」と思いました。先ほどマイナンバーの話がありましたが、就

労なら就労、住居なら住居、お金のことならお金、医療は医療と、いろいろな市の関係各所を回らな
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ければいけないのなら、私の子供のために主になってしてくれる人が誰かいればいいのにな、と思い

ました。制度を知らない人が一生懸命探しながらあちこちを回っているわけです。以前は、ＮＰＯ法

人の訪問介護で来てくれている人が一番個人的に接してくれていますし、市のいろいろな仕組みも分

かっていますから、いろいろな事務的なことのサポートをしてくれていたらしいのです。ところが、

この頃はあまりしてくれなくなったので、市会議員さんに聞きましたら、お金に絡むことは訪問介護

の報酬が減ったので、そのためにサポートしてくれなくなったらしいのです。親がついているうちは

いいのですが、親がいなくなると、どこへどうすればいいのか分からなくなって、後見人を頼むこと

すらも分からないといようになってしまうなと思っています。この人にはこれを頼めるというコーデ

ィネート役がつくというシステムがあって、その人が窓口になっていろいろな手続もしてくれるよう

にならないかなと思っています。 

 

○委員長 

 サービスを利用されている方の場合は、相談支援専門員やケアマネジャーさんがついていれば、そ

の方がいろいろなことをしてくださるのは事実ですが、彼らも一切金銭に触ってはいけないわけです

から、金銭管理を含めたことには後見の仕組みも展開していかなければいけないわけです。 

 この議題はこれぐらいにしまして、その他の報告事項をお願いします。 

 

○委員 

 当日資料として配付していただいていますものは、この権利擁護支援システム推進委員会として障

害者差別解消のことを忘れられては困るので、今年５月に国会で可決しました障害を理由とする差別

の解消に関する法律の一部改正案に対する附帯決議です。資料１－３は、衆議院内閣委員会のもので、

資料１－４は参議院のものです。両方とも同じような書きぶりなので、１－４の参議院のほうを見て

ください。 

 今回の改正点は、１つは、合理的配慮が民間でも法的義務になることです。２つ目は、経団連や商

工会議所は非常に抵抗されていたのですが、３年以内に義務化されるようになることです。西宮市で

は差別解消に関わる条例ができていまして、西宮市の条例では義務になっているので、この法律改正

によってきっちりと義務を果たしてもらえるような取組みをもっと強めていきたいと思っています。 

 それと、第９項では、「障害を理由とする差別に関する相談及び紛争の防止又は解決に必要な体制

を整備するに当たっては以下の諸点に留意すること」となっています。 

 その１として、たらい回しをしないこととなっています。これは、ずっと話し合ってきた相談のこ

とです。それをきっちりと受け止めていく必要があります。今、西宮市でも、障害の関係は障害福祉

課、学校関係は教育委員会と、解決する仕組みが別々にされていることもあるので、そこをどう考え

ていくかです。 

 ２として、当事者がきちんと相談できるようにということです。これは、市が過去から行っている

いろいろな公益相談専門員に当事者をつなげていくことが想定されます。 

 ３として、既存機関によるこれまでの対応について調査、分析し、その結果を公表することです。 
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 これらは国がやることですが、西宮市に条例ができている限りは、障害者差別の案件があまり上が

ってきませんし、上がってきても、終わっていることが実感としてありますから、それも踏まえた上

で、この権利擁護支援システム推進委員会の中でどのように話し合っていくのかとか、日程の設定や

回数をどうするのかについて確認していただきたいと思います。 

 ちなみに、障害者政策委員会は、９月以降、月２回のペースで開催することになっていますので、

随時そこの内容についても報告させていただきたいと思います。 

 

○委員長 

 今日の委員会でも、差別解消に関する案件事項などをきちんとやらなければいけなかったのですが、

時間の関係や担当者の関係で今回できないことをおわびしておきます。今後、差別解消に関すること

もここできっちりとやっていかないといけないと思っています。 

 先日、ほかの私学の教員から電話がかかってきたのですが、合理的配慮が私学で義務化されたら、

障害をお持ちの方の学内の移動や食事の介護など、どこまでしなければいけないのか、まじめな教員

ほどすごく心配しています。それは当然です。これからいろいろな問題が出てきますので、そのとき

にきちんと対応できる仕組みをつくっていかないといけないというのは委員のおっしゃるとおりです

から、一緒に考えていきたいと思います。 

 事務局から何かありますか。 

 

○事務局 

 施設虐待の防止に関する取組みについて、前回の委員会でご議論いただきましたが、社会福祉法人

が運営する市内の障害支援施設で発生した虐待事例について問題を提起いただきました。同様の虐待

事例が発生することがないように、全市的な再発防止への取組みを検討していくとお答えしましたが、

その後、所管においては、新型コロナウイルス対応業務等の関係で本日取組みの報告ができませんで

したが、随時進めていますので、今後報告したいと思います。 

 

○委員長 

 これも、全市的なレベルで障害者施設での虐待防止に関してもう少しきっちりとやりたいと思って

いたのですが、ほかの議題の関係で、次回にそのこともしっかりと協議していただきたいと思います。 

 最後に副委員長、まとめをよろしくお願いします。 

 

○副委員長 

 久々の開催で、とても中身が充実したというか、いろいろなご意見が出て、非常によかったと思い

ます。 

 ただ、最後の総合相談体制のところでもありましたが、実際につくればいいという話ではなく、相

談支援機関が「つくってもあまり意味がない」と思っておられるところもあって、結局どのような仕

組みをつくるのかについて、今後この委員会も含めて、具体的に機能するような中身をきちっとつく
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っていくための議論を進めていきたいと思っています。 

 

○事務局 

 次回の委員会については、今年12月頃の開催を予定しています。開催の１か月ほど前になりました

ら改めてご案内させていただきますので、よろしくお願いします。 

 本日は、委員の皆様それぞれのお立場からご指摘やご意見をいただきました。しっかりとそのご意

見を参考にさせていただきまして、事務局としても今後の取組みの参考として検討したいと考えてい

ます。長時間ありがとうございました。 


